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期
間

昭和52～55年度 昭和56～60年度 昭和61～平成２年度 平成３～７年度 平成８～12年度
平成13～

17年度(9月)
 平成17(10月)～

22年度
平成23～27年度

 
計
画
の
課
題

｢建設労働者の雇用の改
善等のための基礎づくり
とその定着｣

｢建設雇用改善のより確
実な定着と前進｣

｢建設業を取り巻く厳しい
環境、労働力の質的変
化等に対応しつつ、建設
雇用改善の着実な前進
を図ること｣

｢深刻な技能労働者不
足、公共投資の拡大等
の建設雇用を取り巻く状
況の変化に適切に対応
しつつ、建設雇用改善の
総合的推進策の確立と
ともに、建設技能労働者
の確保・育成を図ること｣

｢21世紀に向け、建設労
働者が『モノづくり・まち
づくり』の魅力を実感でき
るよう、快適で活力ある
職場づくり、建設生産を
担う人づくりに積極的に
取り組む｣

｢建設労働者一人一人の
職業生活の安定が図ら
れる中で、その持てる能
力を十分発揮して生き生
きと働ける環境づくりに
積極的に取り組み、建設
業の魅力ある産業として
の発展に資する｣

｢高い意欲と能力を持つ
建設労働者が安心して
生活できる労働環境の
ための建設雇用改善を
推進するとともに建設産
業における就業機会の
確保・拡大を図る｣

「高い意欲と能力を持つ
建設労働者が安心して
生活できる労働環境の
ための建設雇用改善を
推進するとともに建設産
業の将来を担う若年労
働者の確保を図る」

（最重要施策） （最重要施策） （最重要施策） （最重要施策）
①　建設労働者の雇用
の一層の近代化を推進
すること。特に、労働時
間の短縮の促進及び建
設業の構造変化に対応
した雇用改善推進体制
の整備を図ること。

①　建設労働者の職業
生活の全期間を通じた
職業の安定を図りつつ、
｢建設労働者の雇用の改
善等に関する法律｣等に
基づき、建設労働者の雇
用の一層の近代化を進
め、魅力ある労働環境づ
くりを図ること。

①　建設労働者の職業
生　活の全期間を通じた
職業の安定を図りつつ、
｢建設労働者の雇用の改
善等に関する法律｣等に
基づき、建設労働者の雇
用の一層の近代化を進
め、魅力ある労働環境づ
くりを図ること。

①　建設労働者の職業
生活の全期間を通じた
職業の安定を図りつつ、
「建設労働者の雇用の
改善等に関する法律」
（昭和51年法律第33号。
以下「建設雇用改善法」
という。）等に基づき、建
設労働者の雇用の一層
の近代化を進め、魅力あ
る労働環境づくりを図る

②　建設労働者の確保・
育成のための効果的な
職業能力開発を推進す
ること。特に、より広域的
な共同　訓練、認定職業
訓練の充実を図ること。

②　建設労働者を取り巻
く環境の変化も踏まえ、
事業主等が行う職業能
力開発を引き続き促進
する中で、建設労働者一
人一人に着目した能力
開発を推進しながら、建
設労働者自らがその能
力の開発を行えるように
し、その職業能力を高め
ること。

②　建設労働者を取り巻
く環境の変化も踏まえ、
事業主等が行う職業能
力開発を引き続き促進
する中で、教育訓練の共
同的かつ広域的な実施
を推進しながら、建設労
働者自らがその能力の
開発を行えるようにし、
その職業能力を高めると
ともに、技能の継承を図

②　建設労働を取り巻く
環境の変化も踏まえ、事
業主等が行う職業能力
開発を引き続き促進する
中で、教育訓練の共同
的かつ広域的な実施を
推進しながら、建設労働
者自らがその能力の開
発を行うことができるよう
にし、その職業能力を高
めるとともに、技能の継

③　今後の労働力需給
を見通し、質の高い労働
力の確保とあわせて女
性、高齢者の積極的な
活用を推進すること。

③　今後の労働力需給
構造の変化を見通しな
がら、若年者の建設業へ
の入職促進及び定着を
図るとともに、高年齢者
や女性が活躍できるよう
な労働環境の整備を図
ること。

③　今後の労働力需給
構造の変化を見通しな
がら、若年者の建設業へ
の入職促進及び定着を
図るとともに、高年齢者
や女性が活躍できるよう
な労働環境の整備を図
ること。

③　若年労働者の減少
が今後深刻な問題となり
うるとの懸念があること
を踏まえ、これまで以上
に若年者の建設業への
入職促進及び定着を図
るとともに、高年齢者や
女性が活躍できるような
労働環境の整備を図る

第１次～第８次までの｢建設雇用改善計画｣の対照表 資料４ 
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④　建設事業主が、新分
野において中核的な役
割を果たす労働力を確
保して新分野進出を円
滑に行うことにより、現に
雇用されている建設労
働者の雇用の安定を図
るとともに、企業単位で
の一時的な労働力の過
不足が建設業において
恒常的に発生する中で、
建設業務労働者の雇用
の安定を図るため、建設
業務有料職業紹介事業
及び建設業務労働者就
業機会確保事業の適正
な運営を確保すること。

④　建設事業主が建設
業内外の新たな分野に
進出することを支援する
とともに、建設業務有料
職業紹介事業及び建設
業務労働者就業機会確
保事業の適正な運営を
確保することにより、現
に雇用されている建設労
働者の雇用の安定を図
ること。

 
各
計
画
の
目
次

Ⅲ　雇用状態改善施策
の基本事項
１　建設雇用改善法の周
知徹底
(1)　建設雇用改善法の
周知
(2)　建設事業主に対す
る指導監督

１　建設労働者の雇用状
態の改善
(1)　雇用関係の明確化
(2)　建設労働者の雇用
の安定化
(3)　季節・出稼労働者対
策の推進

１　雇用状態の改善
(1)　雇用関係の明確化
(2)　雇用の安定化
(3)　季節・出稼労働者対
策の推進

１　雇用状態の改善
(1)　雇用関係等の明確
化
(2)　雇用の安定化
(3)　季節・出稼労働者対
策の推進

１　建設労働者の雇用の
一層の近代化
(1)　建設雇用改善のた
めの基本的事項の達成
イ　雇用関係等の明確化
ロ　雇用と収入の安定化
ハ　季節・出稼労働者対策
の推進
ニ　労働時間短縮対策の推
進
ホ　労働安全衛生対策の推
進
ヘ　労働保険及び社会保険
への加入促進並びに退職
金共済制度の普及
ﾄ　その他労働福祉の充実

１　魅力ある労働環境づ
くりに向けた基盤整備
(1)　建設雇用改善の基
礎的事項の達成
(2)　労働環境の整備

１　魅力ある労働環境づ
くりに向けた基盤整備
(1)　建設雇用改善の基
礎的事項の達成
(2)　労働環境の整備

  １　魅力ある労働環境
づくりに向けた基盤整備
  (1)　建設雇用改善の基
礎的事項の達成
  (2)　労働環境の整備



第１次計画 第２次計画 第３次計画 第４次計画 第５次計画 第６次計画 第７次計画 第８次計画
(2)　事業主の現場から
の発想と自主的努力を
尊重した雇用の近代化
の推進
イ　雇用改善推進体制の充
実
(ｲ) 元請企業の役割の強化
(ﾛ) 専門工事業者団体等に
おける雇用改善推進体制の
充実
(ﾊ) 地域の事情を踏まえた
きめ細かな改善の推進
(ﾆ) 雇用管理体制の充実
(ﾎ) 雇用管理評価の推進
(ﾍ) 雇用改善の気運の醸成
(ﾄ) 建設雇用改善助成金制
度の活用
(ﾁ) 行政体制の整備
ロ　労働環境対策の推進
(ｲ) 福利施設の整備
(ﾛ) 新技術の活用
(ﾊ) 建設工事現場における
快適な職場環境づくりの推
進

２　雇用関係の明確化と
雇用管理体制の整備
(1)　雇用管理責任者の
資質の向上
(2)　雇入通知書の交付
徹底による雇用関係の
明確化等
(3)　建設業界の自主的
な雇用改善の促進
(4)　就労経路の正常化
の推進

２　建設労働者の能力の
開発及び向上
(1)　事業主団体等の行
う生涯能力開発の推進
(2)　公共職業訓練の整
備、拡充

２　能力の開発及び向上
(1)　事業主等の行う生
涯能力開発の促進
(2)　機動的、弾力的な公
共職業訓練の運営
(3)　職業能力評価制度
の整備と活用

２　建設技能労働者の育
成
(1)　建設技能労働者の
育成
(2)　事業主等の行う職
業能力開発の促進
(3)　機動的、弾力的な公
共職業訓練の運営
(4)　職業能力評価制度
の整備と活用

２　職業能力開発の推進
(1)　共同訓練の推進
(2)　認定職業訓練に対
する支援
(3)　急速な構造変化の
下での職業能力開発、
個人主導の職業能力開
発の推進
イ　事業主等の行う職業能
力開発の促進
ロ　個人主導の職業能力開
発の推進

(4)　公共職業能力開発
施設における職業能力
開発の推進
(5)　職業能力評価制度
等の整備と活用

２　職業能力開発の推進
(1)　事業主等の行う職
業能力開発の促進
(2)　労働者の自発的な
職業能力開発の促進
(3)　熟練技能の維持・継
承及び活用

２　職業能力開発の推進
(1)　事業主等の行う職
業能力開発の促進
(2)　労働者の自発的な
職業能力開発の促進
(3)　熟練技能の維持・継
承及び活用

  ２　職業能力開発の推
進
  (1)　事業主等の行う職
業能力開発の促進
  (2)　労働者の自発的な
職業能力開発の促進
  (3)　熟練技能の維持・
継承及び活用



第１次計画 第２次計画 第３次計画 第４次計画 第５次計画 第６次計画 第７次計画 第８次計画
３　不安定雇用の改善
(1)　常用化の促進
(2)　出稼労働者対策の
強化
(3)　積雪寒冷地におけ
る通年雇用対策の強化

３　建設労働者の福祉の
増進
(1)　雇用福祉の向上
(2)　社会・労働保険の適
用
(3)　建設労働者の労働
環境の整備
(4)　健康管理の充実
(5)　建設労働者の退職
金共済制度の普及
(6)　雇用福祉向上事業
の推進

３　福祉の増進
(1)　労働及び社会保険
への加入促進
(2)　健康管理の充実
(3)　休日・休暇の改善
(4)　労働環境の整備
(5)　退職金共済制度の
普及
(6)　事業主団体等による
雇用福祉事業の推進

３　労働条件の改善
(1)　労働時間短縮対策
の推進
(2)　労働環境対策の推
進
(3)　労働安全衛生対策
の推進

３　質の高い労働力の確
保と女性、高齢者の積極
的活用
(1)　質の高い労働力の
確保、活用のためのきめ
細かな雇用改善等の促
進
(2)　女性雇用の拡大
(3)　中高年齢者の活用

３　若年労働者等の確保
及び女性労働者の活用

３　若年労働者の確保及
び建設業に対する理解
の促進

  ３　若年労働者等の確
保及び建設業に対する
理解の促進等
  (1)　若年労働者等の確
保及び建設業に対する
理解の促進
  (2)　高年齢労働者の活
躍の促進
  (3)　女性労働者の活躍
の促進

Ⅳ　能力開発・向上施策
の基本事項
１　職業訓練推進体制の
整備
(1)　建設技術の高度化、
多様化に対応した職業
訓練実施体制の整備
(2)　建設業の特質に適
合した職業訓練の推進
(3)　職業訓練推進のた
めの事業主に対する援
助の強化

４　雇用改善推進体制の
充実等
(1)　雇用改善施策の周
知徹底
(2)　雇用管理体制の確
立
(3)　手帳制度の普及
(4)　建設雇用改善助成
金制度
(5)　行政体制の整備

４　高齢化への対応及び
若年労働者の確保
(1)　高齢化への対応
(2)　若年労働者の確保

４　労働福祉の改善
(1)　労働及び社会保険
への加入促進
(2)　退職金共済制度の
普及
(3)　その他労働福祉の
充実

４　建設労働者に対する
理解の促進等
(1)　労働体験等を通じた
理解の促進
(2)　若年労働者の定着
のための適切な雇用管
理の推進
(3)　職業能力評価制度
の活用

４　高年齢労働者及び女
性労働者の活用
(1)　高年齢労働者の活
用
(2)　女性労働者の活用

４　高年齢労働者及び女
性労働者の活躍の促進
(1)　高年齢労働者の活
躍の促進
(2)　女性労働者の活躍
の促進

  ４　円滑な労働力需給
の調整等による建設労
働者の雇用の安定等
  (1)　円滑な労働移動及
び新分野進出の支援
  (2)　建設業務有料職業
紹介事業及び建設業務
労働者就業機会確保事
業の適正な運営の確保
等

２　技能に対する適正な
評価とそれに基づく処遇
の改善

５　雇用改善を図るため
の条件の整備
(1)　工事量の平準化
(2)　雇用管理に配慮した
事業主の選定
(3)　労務関係諸経費の
確保
(4)　元請事業主の下請
事業主に対する指導、援
助

５　雇用改善を図るため
の基礎的条件の整備
(1)　工事量の平準化
(2)　雇用管理に配慮した
事業主の選定
(3)　労務関係諸費の確
保
(4)　適正な綱紀の設定

５　雇用改善を図るため
の基礎的条件の整備
(1)　工事量の変動への
対応
(2)　労務関係諸経費の
確保等
(3)　適正な工期の設定

５　雇用改善推進体制の
整備
(1)　建設事業主におけ
る雇用管理体制等の整
備
(2)　事業主団体などにお
ける効果的な雇用改善
の推進
(3)　地域の実情を踏まえ
たきめ細やかな雇用改
善の推進
(4)　雇用改善の気運の
醸成
(5)　建設雇用改善助成
金制度の活用
(6)　関係行政機関相互
の連携の確保等
(7)　雇用改善指標を活
用したきめ細やかな雇用
改善の推進
(8)　雇用改善を図るため
の諸条件の整備

５　円滑な労働力需給の
調整等による建設労働
者の雇用の安定等
(1)　円滑な労働移動及
び新分野進出の支援
(2)　建設業務有料職業
紹介事業及び建設業務
労働者就業機会確保事
業の趣旨
(3)　建設業務有料職業
紹介事業及び建設業務
労働者就業機会確保事
業の適正な運営の確保
等

  ５　雇用改善推進体制
の整備
  (1)　建設事業主におけ
る雇用管理体制等の整
備
  (2)　事業主団体等にお
ける効果的な雇用改善
の推進
  (3)　地域の実情を踏ま
えたきめ細かな雇用改
善の推進
  (4)　雇用改善の気運の
醸成
  (5)　建設雇用改善助成
金制度の活用及び建設
業の動向を踏まえた検
討
  (6)　関係行政機関相互
の連携の確保等
  (7)　雇用改善を図るた
めの諸条件の整備
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Ⅴ　福祉増進施策の基
本事項
１　適正な労働条件の確
保を通じての福祉の増
進

６　雇用改善推進体制の
充実等
(1)　雇用管理体制の充
実
(2)　事業主団体等によ
る自主的な取組の推進
(3)　雇用改善の気運の
醸成
(4)　建設労働手帳制度
の推進
(5)　建設雇用改善助成
金制度の活用
(6)　行政体制の整備

６　雇用改善推進体制の
充実等
(1)　元請企業の役割の
強化
(2)　事業主団体による自
主的な取組の推進
(3)　雇用管理体制の充
実
(4)　雇用改善の気運の
醸成
(5)　建設雇用改善助成
金制度の活用
(6)　行政体制の整備
(7)　雇用の安定、労働条
件の改善等を一体として
進めるための方策の検
討

６　外国人労働者問題へ
の対応

６　外国人労働問題への
対応

６　雇用改善推進体制の
整備
(1)　建設事業主におけ
る雇用管理体制等の整
備
(2)　事業主団体等にお
ける効果的な雇用改善
の推進
(3)　地域の実業を踏まえ
たきめ細やかな雇用改
善の推進
(4)　雇用改善の気運の
醸成
(5)　建設雇用改善助成
金制度の活用
(6)　関係行政機関相互
の連携の確保等
(7)　雇用改善を図るため
の諸条件の整備

    ６　外国人労働者問
題への対応

２　社会保険の適用 ７　時代の変化に応じた
課題への取組
(1)　若年労働者の確保
及び建設業のイメージ
アップ
(2)　高齢化への対応の
強化
(3)　女子労働者への対
応の強化
(4)　技術革新への対応
(5)　外国人労働者問題
への対応

７　外国人労働問題への
対応

３　建設労働者の労働環
境の整備
(1)　作業員宿舎の整備
その他住居施設の整備
(2)　建設労働者の福祉
施設の整備

４　その他
(1)　建設労働者の健康
管理に関する施策の強
化
(2)　建設労働者の退職
金共済制度の普及


